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子ども・子育て支援新制度の施行に向けて市町村が策定する条例等【資料】 

給付対象になる幼稚園・保育所等に通う際の認定基準について 

１．支給認定区分 

・１号認定子ども … 教育のみ ３－５歳児 

・２号認定子ども … 保育認定 ３－５歳児  

・３号認定子ども … 保育認定 ０－２歳児 

   

２．保育の必要性の認定について 

 

【①事由】

 

資料５－２ 
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現行

(※)現在この時間以外に設定している場合、
      10年間程度の経過措置有

区分なし（就労の場合月75時間
以上）

保育の必要性に係る「区分」について

新制度

標準時間（就労の場合1週あたり30時間程度）

短時間(就労の場合１月あたり48時間以上64時
間以下の範囲で市町村が定める(※))

新制度(案)

ひとり親家庭

生活保護家庭
生計中心者の失業により、就労の必要性が高い場合
虐待やDVの恐れがある場合等、社会的養護が必要な場合

子どもが障害を有する場合

育児休業明け

兄弟姉妹が同一の保育所等の利用を希望する場合

小規模保育事業などの卒園児童
その他市町村が定める事由

【②区分】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【③調整（優先利用）について】 
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児童福祉法第26条に基づき児童相談所長から通知を受ける等、児童福祉の観点から保育の実施
が必要と福祉事務所長が判断する場合。

兄弟姉妹（卒園した者も含む）の保育料に正当な理由がなく6か月分以上滞納がある。

市外居住者である。（転入予定の者を除く）

前年度入所保留に加え、前々年度も入所保留である

産前・産後休業または育児休
業の状況について

ア　産休や育休が明け、保護者が復職している。

イ　現在保護者が育休中（期間延長済み）で、復職予定

ウ　現在保護者が育休中（期間延長なし）で、復職予定

保護者の育児休業に伴い、保育所を退所している。

現行の調整内容

ひとり親世帯その他これに準ずる世帯

離婚を前提に配偶者と別居している世帯

すでに兄弟姉妹が入所している。

兄弟姉妹同時に入所申請が出ている。

鎌倉市家庭的保育事業（保育ママ）利用者の内、対象年齢を超え入所を希望している。

転居や勤務先の変更、兄弟姉妹が別の園に入所している等の理由により転園を希望している。

生活保護法による被保護世帯である、またはそれに準ずる生活困窮世帯である。

父母と児童だけの世帯（核家族）であ
る。

ア　祖父母の居住地は市内及び近隣。

イ　上記以外

前年度入所保留である
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給付対象になる幼稚園・保育所等の利用料について 

 

１．所得階層の区分数について 

【１号認定子ども（教育のみ ３－５歳児）】 

 

＜参考＞鎌倉市 私立幼稚園等就園奨励費補助金（平成 25 年度） 

 

≪第１子または兄・姉が幼稚園等の場合≫ 

補助区分 第１子 第２子 第３子以降 

生活保護の世帯（Ａ） 230,200 円 269,000 円 309,000円 

平成 2５年度に納付すべき市区町村民税が非課税または所得割額が非課税の世帯（Ｂ）  200,200 円 254,000 円 309,000円 

平成 2５年度に納付すべき市区町村民税の所得割額が（※１ア）円以下の世帯（Ｃ）  116,200 円 212,000 円 309,000円 

平成 2５年度に納付すべき市区町村民税の所得割額が（※２イ）円以下の世帯（Ｄ）  63,200 円 186,000 円 309,000円 

平成 2５年度に納付すべき市区町村民税の所得割額が（※３ウ）円以下の世帯（Ｅ）  32,000 円 37,000 円 309,000円 

上記のいずれにも該当しない世帯（Ｆ） 31,000 円 36,000 円 309,000円 

 

＊表中の「第１子」とは、戸籍上の第１子である園児および小学校４年生以上に兄・妹を有する第２子をいう。 

※１ 区分Ｃにおける所得割課税額の限度額（ア）部分の算出方法は、以下のとおりとする。 

    ■34,500 円に①、②の合計額を加えた額 

① 16 歳未満の扶養親族の数×21,300 円  ② 16 歳以上19 歳未満の扶養親族の数×11,100 円  

※２ 区分Ｄにおける所得割課税額の限度額（イ）部分の算出方法は、以下のとおりとする。 

    ■171,600 円に③、④の合計額を加えた額 

    ③ 16 歳未満の扶養親族の数×19,800 円  ④ 16 歳以上19 歳未満の扶養親族の数×7,200 円 

※３ 区分Ｅにおける所得割課税額の限度額（ウ）部分の算出方法は、以下のとおりとする。 

    ■231,300 円に⑤、⑥の合計額を加えた額 

    ⑤ 16 歳未満の扶養親族の数×19,800 円  ⑥ 16 歳以上19 歳未満の扶養親族の数×7,200 円 
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【２号認定子ども（保育認定 ３－５歳児）】 

 

【３号認定子ども（保育認定 ０－２歳児）】 
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＜参考＞鎌倉市保育所保育料徴収月額基準額表（平成 26 年度） 
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２．所得階層区分の決定方法について 

  市町村民税額の所得割額等を基に区分を決定する 

 

３．利用者負担の切り替え時期について（国で以下について検討中） 

  ・年間を通じて「前年度分の市町村民税額」により認定 

  ・４～５月分は「前年度分の市町村民税額」、６月分以降は「当年度分」により認定 

  ・年度を通じて「当年度分の市町村民税額」により認定（４～５月分は仮認定し、遡及） 

 

４．多子軽減の取扱いについて 

  現行制度と同様に多子軽減を導入する 

 

５．実費徴収、上乗せ徴収について 

   

６．その他 

  低所得世帯等の減免規定や年少扶養控除等の廃止に伴う算定方法の取り扱いについて定める 
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幼稚園・保育所等が給付対象となるか市町村が確認する基準について 

 

１利用定員について 

 「定員の設定」「定員割れ・弾力化」等について定める 

 

２運営基準について 

 

 

３業務管理体制について 

 法令遵守責任者の氏名の届出について等を定める 

 

４情報公表の基準について 

 項目や公表の仕方について等を定める 
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学童保育の設備運営基準について 

 

（平成 26年１月 24日 子ども・子育て新制度説明会資料 5－１を基に作成） 

  

基準の内容 

 

従
う
べ
き
基
準
（
※
） 

職員の資格 
「児童の遊びを指導する者」の資格を基本とし 

全員には資格を求めない。 

職員の数 ２人以上配置（うち１人は有資格者） 

参
酌
す
べ
き
基
準
（
※
） 

児童の集団 

の規模 

概ね 40 人 

(40 人を超える場合は、複数の集団に分けて対応する) 

施設・設備 
専用室・専用スペースの面積は児童 1人当たり 

１．65 ㎡以上 

開所日数 年間 250 日以上 

開所時間 
平日：1 日 3 時間以上 

休日：1 日 8 時間以上 

その他の基準 「非常災害対策」「虐待等の禁止」「保護者・小学校等との連携等」 

「事故発生時の対応」等についても定める 

 

※従うべき基準…国の定める基準に従う必要があるもの 

※参酌すべき基準…国の定める基準を参考にして判断する必要があるもの 
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